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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転軸を保持する軸受において前記回転軸の回転により発生するＡＥ信号に基づいて前
記軸受の摩耗速度の推定値を推定し、
　前記推定値に基づいて前記軸受の状態の監視周期を決定する、軸受状態監視方法。
【請求項２】
　前記推定値が所定の値を超えた場合、前記軸受に損傷が発生していると判断する、請求
項１に記載の軸受状態監視方法。
【請求項３】
　前記ＡＥ信号と前記摩耗速度の前記推定値の関係を１次式で近似する、請求項１又は請
求項２に記載の軸受状態監視方法。
【請求項４】
　前記ＡＥ信号の時間波形に検波処理を行って検波波形を算出し、
　前記検波波形の振幅を対数化し、
　前記振幅を対数化した前記検波波形から振幅分布を算出し、
　前記振幅分布の頻度を対数化した対数化振幅分布を求め、
　前記振幅分布の最頻値の振幅を求め、前記振幅分布の前記最頻値の振幅よりも低振幅の
データを正規分布で近似した低振幅側分布と、前記低振幅側分布を前記最頻値の振幅より
も高振幅側に適用した高振幅側分布とにより構成される推定正規分布を求め、前記推定正
規分布の頻度を対数化した対数化推定正規分布を求め、前記対数化推定正規分布に余裕度
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を加算して基準分布を求め、
　前記対数化振幅分布の頻度が、同一振幅における前記基準分布の頻度を上回るものにつ
いて、以下の式で計算される指標面積を、前記対数化振幅分布と前記基準分布の差異を示
す指標として、前記摩耗速度の前記推定値の推定に使用する、請求項１から３のいずれか
１項に記載の軸受状態監視方法。
【数１】

Ｅ_area：指標面積
Ｆｌｎｉ：対数化振幅分布の頻度が基準分布の頻度より大きいときのｉ番目の対数化振幅
分布の頻度
Ｆｒｅｆ：基準頻度
ΔＡＭｉ：Ｆｌｎｉに対応するｉ番目の対数化振幅の刻み幅
【請求項５】
　回転軸を保持する軸受において前記回転軸の回転により発生するＡＥ信号を検出するＡ
Ｅセンサ部と、
　前記ＡＥセンサ部が測定した前記ＡＥ信号の時間波形に検波処理を行って検波波形を算
出する検波処理部と、
　前記検波波形の振幅を対数化し、前記振幅を対数化した前記検波波形から振幅分布を算
出し、前記振幅分布の頻度を対数化した対数化振幅分布を求める対数化振幅分布算出部と
、
　前記振幅分布の最頻値の振幅を求め、前記振幅分布の前記最頻値の振幅よりも低振幅の
データを正規分布で近似した低振幅側分布と、前記低振幅側分布を前記最頻値の振幅より
も高振幅側に適用した高振幅側分布とにより構成される推定正規分布を求め、前記推定正
規分布の頻度を対数化した対数化推定正規分布を求め、前記対数化推定正規分布に余裕度
を加算して基準分布を求める基準分布生成部と、
　前記対数化振幅分布の頻度が、同一振幅における前記基準分布の頻度を上回るものにつ
いて、以下の式で計算される指標面積を算出する指標面積算出部と、
　予め求められた前記指標面積と前記軸受の摩耗速度との関係を記憶する記憶部と、
　前記記憶部で記憶された関係に基づいて、前記指標面積算出部で算出された前記指標面
積から前記摩耗速度の推定値を算出する摩耗速度算出部と
　前記摩耗速度算出部で算出された前記摩耗速度の前記推定値に基づいて前記軸受の監視
周期を決定する判定部と
　を備える軸受状態監視装置。
【数２】

Ｅ_area：指標面積
Ｆｌｎｉ：対数化振幅分布の頻度が基準分布の頻度より大きいときのｉ番目の対数化振幅
分布の頻度
Ｆｒｅｆ：基準頻度
ΔＡＭｉ：Ｆｌｎｉに対応するｉ番目の対数化振幅の刻み幅
【請求項６】
　前記記憶部は、前記摩耗速度の前記推定値の上限値を記憶し、
　前記判定部は、前記指標面積と前記摩耗速度の関係から求めた前記摩耗速度と前記上限
値を比較し、前記上限値を超えていれば前記軸受に損傷が発生していると判定する、請求
項５の装置。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軸受状態監視方法及び軸受状態監視装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　軸受等の回転機械設備管理の観点から、設備の状態を把握して保全活動を行うことで、
効率的かつ有効な設備管理が可能である。このとき、早期に状態異常を検知することは重
要である。
【０００３】
　軸受の状態を診断し、早期に状態異常を検知する方法としてＡＥ（Acoustic Emission
）を利用する方法がある。例えば特許文献１では、ＡＥを利用して測定した信号の振幅分
布とそれから得られる基準分布との比較により軸受の状態を判定する方法が開示されてい
る。
【０００４】
　しかし、特許文献１では、損傷を検知することを目的としており、その段階に至るまで
に摩耗速度を利用して軸受状態監視活動を効率化することについては言及されていない。
【０００５】
　ＡＥと摩耗に関連があることは知られている。例えば、特許文献２では、メカニカルシ
ール部において測定した高周波振動の実効値の経時的な平均値の積算値がメカニカルシー
ルの摩耗量と比例関係にあり、平均値から摩耗速度を推定できることが開示されている。
【０００６】
　しかし、特許文献２では、摩耗速度を利用して、損傷が発生する前の運転状態において
、監視周期を変更して保全に生かすことに関しては言及されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許５１４３８６３号公報
【特許文献２】特開平７－１１４６６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、摩耗速度に基づいて軸受状態監視活動を効率化し、保全に生かすことができ
る軸受状態監視方法を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第１の態様は、回転軸を保持する軸受において前記回転軸の回転により発生す
るＡＥ信号に基づいて前記軸受の摩耗速度の推定値を推定し、前記推定値に基づいて前記
軸受の状態の監視周期を決定する、軸受状態監視方法を提供する。
【００１０】
　この方法は、摩耗速度に基づいて軸受状態監視活動を効率化し、保全に生かすことがで
きる。軸受に損傷が発生するまでには、軸受摺動面に金属接触が生じ、摩耗が進行する。
摩耗速度が速ければそれだけ軸受の使用状態は劣悪であり、より早期に損傷が発生すると
推測される。従って、運転中の摩耗速度を把握することで、損傷が発生する前の運転状態
においても、対象部位をどの程度の頻度で状態監視を行う必要があるかを判断でき、状態
監視活動を効率よく行うことができる。
【００１１】
　前記推定値が所定の値を超えた場合、前記軸受に損傷が発生していると判断することが
好ましい。
【００１２】
　この方法によれば、摩耗速度に基づいて状態監視活動を効率化するだけでなく、軸受に
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損傷が発生していると判断することもできる。
【００１３】
　前記ＡＥ信号と前記摩耗速度の前記推定値の関係を１次式で近似することが好ましい。
【００１４】
　この方法によれば、ＡＥ信号と推定値の関係を１次式で近似することで、簡単な方法で
摩耗速度を推定できる。特に、発明者の行った実験結果から、１次式での近似は大きな誤
差を有していないことが確認できており、有効である。
【００１５】
　前記ＡＥ信号の時間波形に検波処理を行って検波波形を算出し、前記検波波形の振幅を
対数化し、前記振幅を対数化した前記検波波形から振幅分布を算出し、前記振幅分布の頻
度を対数化した対数化振幅分布を求め、前記振幅分布の最頻値の振幅を求め、前記振幅分
布の前記最頻値の振幅よりも低振幅のデータを正規分布で近似した低振幅側分布と、前記
低振幅側分布を前記最頻値の振幅よりも高振幅側に適用した高振幅側分布とにより構成さ
れる推定正規分布を求め、前記推定正規分布の頻度を対数化した対数化推定正規分布を求
め、前記対数化推定正規分布に余裕度を加算して基準分布を求め、前記対数化振幅分布の
頻度が、同一振幅における前記基準分布の頻度を上回るものについて、以下の式で計算さ
れる指標面積を、前記対数化振幅分布と前記基準分布の差異を示す指標として、前記摩耗
速度の前記推定値の推定に使用することが好ましい。
【００１６】
【数１】

Ｅ_area：指標面積
Ｆｌｎｉ：対数化振幅分布の頻度が基準分布の頻度より大きいときのｉ番目の対数化振幅
分布の頻度
Ｆｒｅｆ：基準頻度
ΔＡＭｉ：Ｆｌｎｉに対応するｉ番目の対数化振幅の刻み幅
【００１７】
　この方法によれば、振幅分布とそれから得られる基準分布との比較により軸受の状態を
判定するので、測定部位や運転条件毎のデータ蓄積による基準値を設定することなく、検
波波形の処理で軸受の状態の判定が可能である。また、対数化推定正規分布に対して余裕
度を加えた基準分布を使用することで判定の信頼性を向上できる。
【００１８】
　本発明の第２の態様は、回転軸を保持する軸受において前記回転軸の回転により発生す
るＡＥ信号を検出するＡＥセンサ部と、前記ＡＥセンサ部が測定した前記ＡＥ信号の時間
波形に検波処理を行って検波波形を算出する検波処理部と、前記検波波形の振幅を対数化
し、前記振幅を対数化した前記検波波形から振幅分布を算出し、前記振幅分布の頻度を対
数化した対数化振幅分布を求める対数化振幅分布算出部と、前記振幅分布の最頻値の振幅
を求め、前記振幅分布の前記最頻値の振幅よりも低振幅のデータを正規分布で近似した低
振幅側分布と、前記低振幅側分布を前記最頻値の振幅よりも高振幅側に適用した高振幅側
分布とにより構成される推定正規分布を求め、前記推定正規分布の頻度を対数化した対数
化推定正規分布を求め、前記対数化推定正規分布に余裕度を加算して基準分布を求める基
準分布生成部と、前記対数化振幅分布の頻度が、同一振幅における前記基準分布の頻度を
上回るものについて、以下の式で計算される指標面積を算出する指標面積算出部と、予め
求められた前記指標面積と前記軸受の摩耗速度との関係を記憶する記憶部と、前記記憶部
で記憶された関係に基づいて、前記指標面積算出部で算出された前記指標面積から相当す
る前記摩耗速度を算出する摩耗速度算出部と前記摩耗速度算出部で算出された前記摩耗速
度に基づいて前記軸受の監視周期を決定する判定部とを備える軸受状態監視装置を提供す
る。
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【００１９】
【数２】

Ｅ_area：指標面積
Ｆｌｎｉ：対数化振幅分布の頻度が基準分布の頻度より大きいときのｉ番目の対数化振幅
分布の頻度
Ｆｒｅｆ：基準頻度
ΔＡＭｉ：Ｆｌｎｉに対応するｉ番目の対数化振幅の刻み幅
【００２０】
　前記記憶部は、前記摩耗速度の前記推定値の上限値を記憶し、前記判定部は、前記指標
面積と前記摩耗速度の関係から求めた前記摩耗速度と前記上限値を比較し、前記上限値を
超えていれば前記軸受に損傷が発生していると判定することが好ましい。
【００２１】
　この構成によれば、監視周期を決定できるだけでなく、軸受の状態異常も同時に判定で
きる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、軸受状態監視方法において、摩耗速度に基づいて軸受状態監視活動を
効率化し、保全に生かすことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の実施形態に係る軸受状態装置の模式図。
【図２】ＡＥの測定波形と検波波形を示すグラフ。
【図３】対数化振幅分布と対数化推定正規分布を示すグラフ。
【図４】対数化振幅分布と基準分布を示すグラフ。
【図５】対数化振幅分布、基準分布、基準頻度、及び指標面積を示すグラフ。
【図６】軸受摩耗量を評価したグラフ。
【図７】本発明の第１実施形態に係る判定部の詳細を示す模式図。
【図８】本発明の第２実施形態に係る判定部の詳細を示す模式図。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、添付図面を参照して本発明の実施形態を説明する。
【００２５】
　回転機械設備の軸受において、損傷が発生するまでには、軸受摺動面に金属接触が生じ
、摩耗が進行する。摩耗速度が速ければそれだけ軸受の使用状態は劣悪であり、より早期
に損傷が発生すると推測される。したがって、運転中の摩耗速度を把握することができれ
ば、損傷が発生する前の健全に運転されている状態においても、対象部位をどの程度の頻
度で状態監視を行う必要があるかを判断でき、状態監視活動を効率的に行うことができる
。
【００２６】
　発明者らは軸受においてＡＥ測定を実施するとともに、剥離損傷の発生していない軸受
の摩耗量と使用期間を調査した結果、後述のＡＥ信号に基づくパラメータと軸受摩耗量を
使用期間で除した摩耗速度との間に相関関係があることを見出した。後述のＡＥ信号に基
づくパラメータと摩耗速度の関係をあらかじめ求めておけば、対象設備において測定した
ＡＥ信号により、損傷の発生以前の状態を高い信頼性をもって把握でき、かつ、摩耗速度
により定量的に評価することができる。摩耗速度が速ければそれだけ異常が早期に顕在化
し、剥離損傷が発生する時点が速くなるため、これにより、多数の設備に対して、摩耗速
度に基づいて状態監視頻度を決定することにより、必要かつ十分なタイミングでの状態監
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視が可能となり、監視の効率化を図ることができる。本発明は、これらの知見を軸受の状
態監視周期の決定に利用したものである。
【００２７】
（第１実施形態）
　図１は、本発明の第１実施形態に係る軸受状態監視装置（監視装置）２を示す。監視装
置２は、監視対象４に設置されたＡＥセンサ（ＡＥセンサ部）６を備え、ＡＥセンサ６か
ら得られるＡＥ信号に基づいて監視対象４の摩耗速度を推定し、これに基づいて監視周期
を決定する。本実施形態における監視対象４は回転機械設備の軸受４である。軸受４は回
転機械設備の回転軸８を支持している。
【００２８】
　監視装置２は、フィルタ１０、アンプ１２、及び各種演算処理を行う信号処理部１４を
備える。また、監視装置２は、信号処理部１４での処理結果に基づいて軸受４の監視周期
を判定する判定部１６と、判定部１６の判定結果を表示するための例えばモニタ装置であ
る表示部１８を備える。さらにまた、監視装置２は、信号処理部１４及び判定部１６と協
働して各種データ、演算結果等を記憶する記憶部２０を備える。信号処理部１４は、検波
処理部２２、サンプリング回路２４、振幅分布算出部（対数化振幅分布算出部）２６、基
準分布生成部２８、指標面積算出部３０、及び摩耗速度算出部３２を備える。監視装置２
は、プロセッシングユニット、ＲＡＭ、ＲＯＭのような記憶装置を含むハードウェアと、
それに実装されたソフトウェアとにより構築されている。
【００２９】
　以下、監視装置２により実行される信号処理方法を説明する。
【００３０】
　ＡＥセンサ６は、軸受４において回転軸８の回転により発生するＡＥ信号を検出する。
ＡＥセンサ６からの測定波形（ＡＥの時間波形）は、図示しないプリアンプ、フィルタ１
０、及びアンプ１２を介して信号処理部１４に入力される。ＡＥセンサ６からの微弱な出
力信号は、まずプリアンプで増幅される。プリアンプはＡＥセンサ６内に設けてもよいし
、ＡＥセンサ６とフィルタ１０の間に設けてもよい。フィルタ１０はプリアンプの信号か
らノイズを除去して適切な周波数帯域のみを通過させる。フィルタ１０を通過した信号は
アンプ１２により信号処理部１４での処理に適した強度に増幅される。
【００３１】
　検波処理部２２は、測定波形（アンプ１２からに入力されるＡＥの時間波形）に検波処
理を施して検波波形を算出する（図２参照）。この検波波形の時間長さは、少なくとも回
転軸８の１回転分を有する。例えば、回転軸８の１０回転分程度の測定波形を得る。回転
軸８の１回転分の時間長さは、回転軸８の設定回転数により決定してもよいし、実際に測
定してもよい。
【００３２】
　サンプリング回路２４は検波処理部２２からの検波波形に対してサンプリングを実行す
る。
【００３３】
　振幅分布算出部２６は、サンプリング後の検波波形に対して以下の処理を行って振幅分
布を算出する。まず、サンプリング後の検波波形の振幅を対数化する。この振幅を対数化
した検波波形を使用して振幅分布（検波波形中である振幅が出現する頻度の分布）を算出
する（図３参照）。ＡＥは振幅変化の範囲が広いため、対数化して低振幅側の情報の重み
を相対的に増すことで、低振幅の変化も感度良く検知できるようにする。
【００３４】
　本実施形態では、振幅分布の頻度を規格化している。この場合、サンプリング回路２４
が測定波形をサンプリングするサンプリング周波数を回転軸８の回転数（間欠動作の場合
には単位時間あたりの動作数）に応じて変化させ、それによって回転軸８の１回転の１周
期当たりのサンプリング点数Ｎを回転数の速度にかかわらず一定値とする。そして、振幅
分布の頻度をサンプリング点数Ｎ（一定値）で除算することで規格化する。図３～５のグ
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ラフの縦軸は規格化された頻度である。振幅分布の頻度等の規格化は必ずしも行う必要は
ない。
【００３５】
　基準分布生成部２８は、軸受４の監視周期を決定するために使用する基準分布を求める
。基準分布は軸受４が正常である場合の振幅分布を推定したものである推定正規分布をも
とに求められる。軸受４に損傷が発生している場合、最頻値の振幅より高振幅側の振幅分
布は正規分布から乖離するが、最頻値の振幅より低振幅側の振幅分布は正規分布で近似可
能であり、この低振幅側の振幅分布は軸受４が正常な場合の正規分布とほぼ同一である。
また、基準分布の最頻値の振幅より低振幅側の振幅分布を正規分布で近似したものを、最
頻値の振幅を境に折り返すことにより、軸受４が正常な場合の最頻値の振幅よりも高振幅
側の振幅分布も推定できる。基準分布生成部２８はこの原理によって軸受４が正常である
場合の振幅分布を推定する。
【００３６】
　以下、図３を参照して基準分布生成部３３が基準分布を求める具体的な手順を説明する
。まず、振幅分布（前述の規格化を行う場合には頻度を規格化した後の振幅分布）の最頻
値Ｆｍａｘを求める。次に、振幅分布に含まれるデータのうち最頻値Ｆｍａｘの振幅より
も低振幅のものを正規分布で近似した低振幅側分布を求める。また、この低振幅側分布を
最頻値Ｆｍａｘの振幅で折り返すことにより、最頻値Ｆｍａｘの振幅よりも高振幅側の分
布を推定したものである高振幅側分布を求める。低振幅側分布と高振幅側分布とを併せた
ものが前述の推定正規分布である。次に、推定正規分布を対数化（自然対数化）した対数
化推定正規分布を求める。対数化推定正規分布の頻度に、誤判定防止による判定信頼性向
上ための余裕度αを加算する。対数化推定正規分布に余裕度αを加算して得られる分布が
基準分布である（図４参照）。余裕度αは、例えば対数化前の推定正規分布に含まれるデ
ータの頻度の２倍に相当する値（α＝ln（２））に設定される。
【００３７】
　一方、振幅分布算出部２６は、前述のように振幅を対数化した検波波形を使用して求め
た振幅分布（規格化した後の振幅分布）に対し、さらに振幅分布の頻度を対数化（自然対
数化）して対数化振幅分布を算出する（図３参照）。異常起因のＡＥの頻度は背景ノイズ
のＡＥに比べはるかに少ないため、頻度を線形で見ると正常と異常の差が小さい。振幅分
布を対数化することで、頻度の少ない異常起因ＡＥの重みを相対的に増すことができ、異
常に対する感度を向上させることができる。
【００３８】
　指標面積算出部３０は、振幅分布算出部２６が算出した対数化振幅分布と基準分布生成
部２８が生成した基準分布との比較による指標面積Ｅ_areaを算出する。指標面積Ｅ_area
は、対数化振幅分布に含まれるデータ（最頻値Ｆｍａｘの振幅よりも高振幅側）のうち対
数化頻度が基準波形の同一振幅の頻度を上回るもの、つまり対数化振幅分布のうち頻度が
基準波形を上回っている領域を評価することで行う。図５を参照すると、対数化振幅分布
に含まれるデータのうち対数化頻度が基準分布の同一振幅の頻度を上回るものと基準頻度
Ｆｒｅｆとにより囲まれた領域の面積（指標面積）を以下の式により計算する。
【００３９】
【数３】

Ｅ_area：指標面積
Ｆｌｎｉ：対数化振幅分布の頻度が基準分布の頻度より大きいときのｉ番目の対数化振幅
分布の頻度
Ｆｒｅｆ：基準頻度
ΔＡＭｉ：Ｆｌｎｉに対応するｉ番目の対数化振幅の刻み幅
【００４０】
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　指標面積Ｅ_areaの算出に使用する基準頻度Ｆｒｅｆはある振幅が出現する頻度が検波
波形内で１回である状況に相当する頻度よりも小さく、かつ余り小さ過ぎないことが好ま
しい。例えば、前述した頻度のサンプリング点数Ｎによる規格化を行わない場合、検波波
形内で１回だけある波形が出現する場合の頻度は１であるので、基準頻度Ｆｒｅｆはln（
１）＝０未満で余り小さ過ぎない値（例えば－１）に設定される。また、頻度のサンプリ
ング点数Ｎによる規格化を行う場合、検波波形内で１回だけある波形が出現する場合の頻
度は１／Ｎであるので、基準頻度Ｆｒｅｆはln（１／Ｎ）未満で余り小さ過ぎない値（例
えばln（１／Ｎ）未満の最も大きい整数）に設定される。規格化に使用するサンプリング
点数Ｎが１０，０００の場合、ln（１／Ｎ）＝－９．２であるので基準頻度Ｆｒｅｆは例
えば－１０に設定される。
【００４１】
　摩耗速度算出部３２は、指標面積算出部３０において算出した指標面積Ｅ_areaに基づ
いて摩耗速度を算出する。図６に示すように、摩耗速度の算出は、ＡＥ信号と摩耗速度の
推定値の関係を例えば１次式で近似することにより行う。記憶部２０において過去に測定
した指標面積Ｅ_areaと摩耗速度の関係は記憶されており、この関係データに基づいて摩
耗速度の推定は行われる。また、このとき近似線から乖離したものがあれば軸受４に剥離
損傷ありと判断してもよい。なお、近似は１次式に限らず、高次の式、べき乗式、又は指
数関数で行ってもよい。
【００４２】
　ここで、図６の横軸は摩耗速度相当量である。摩耗速度ではなく摩耗速度相当量となっ
ているのは、ある時刻における摩耗速度を直接表しているわけではないからである。ある
時刻における摩耗量は直接測定することが困難であるため、実用上、ある時刻までの摩耗
量の合計をそれまでの使用期間で除算した摩耗速度相当量を本実施形態では摩耗速度とし
ている。
【００４３】
　判定部１６は、摩耗速度算出部３２において算出した摩耗速度の値に基づいて監視周期
を決定する。本実施形態では、決定する監視周期として３パターンあり、１ヶ月、３ヶ月
、又は６ヶ月である。摩耗速度の値が閾値ＴＨ１よりも大きい場合、判定部１６は監視周
期を１ヶ月と決定する。摩耗速度の値が閾値ＴＨ２よりも大きくＴＨ１以下である場合、
判定部１６は監視周期を３ヶ月と決定する。摩耗速度の値が閾値ＴＨ２以下である場合、
判定部１６は監視周期を６ヶ月と決定する。これらの閾値ＴＨ１及びＴＨ２は、過去のデ
ータに基づいて適切な値が設定され、記憶部２０に記憶されている。本実施形態では、監
視周期の決定を３パターンとしたが、これに限定されず、摩耗速度に応じてより多くのパ
ターンに分類してもよい。
【００４４】
　判定部１６により決定された周期は表示部１８に表示される。従って、ユーザは、表示
部１８を確認することで摩耗速度に基づいた適切な監視周期を認識できる。
【００４５】
（第２実施形態）
　図８は、第２実施形態の監視装置２の判定部の詳細を示している。本実施形態の監視装
置２は、判定部１６以外の構成は図１及び図７の第１実施形態と同様である。従って、図
１及び図７に示した構成と同様の部分については同様の符号を付して説明を省略する。
【００４６】
　判定部１６は、摩耗速度算出部３２において算出した摩耗速度の値に基づいて監視周期
を決定する。本実施形態では、決定する監視周期として３パターンと、さらに軸受４の損
傷判定も同時に行う。決定する監視周期は、第１実施形態と同様、１ヶ月、３ヶ月、又は
６ヶ月である。摩耗速度の値が閾値ＴＨＬよりも大きい場合、判定部１６は軸受４に損傷
有りと判定する。この場合、整備が必要であるため監視周期は決定されない。摩耗速度の
値が閾値ＴＨ１よりも大きく閾値ＴＨＬ以下である場合、判定部１６は監視周期を１ヶ月
と決定する。摩耗速度の値が閾値ＴＨ２よりも大きくＴＨ１以下である場合、判定部１６



(9) JP 6042467 B2 2016.12.14

10

20

は監視周期を３ヶ月と決定する。摩耗速度の値が閾値ＴＨ２以下である場合、判定部１６
は監視周期を６ヶ月と決定する。
【００４７】
　このように、監視装置２は、摩耗速度に基づいて監視周期を決定するだけなく、軸受４
の損傷に伴う状態異常を検知してもよい。
【符号の説明】
【００４８】
　　２　軸受状態監視装置（監視装置）
　　４　監視対象（軸受）
　　６　ＡＥセンサ（ＡＥセンサ部）
　　８　回転軸
　　１０　フィルタ
　　１２　アンプ
　　１４　信号処理部
　　１６　判定部
　　１８　表示部
　　２０　記憶部
　　２２　検波処理部
　　２４　サンプリング回路
　　２６　振幅分布算出部（対数化振幅分布算出部）
　　２８　基準分布生成部
　　３０　指標面積算出部
　　３２　摩耗速度算出部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】 【図８】
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